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第１章 普通会計決算の概要

普通会計とは

❏ 地方公共団体の会計は，「一般会計」と「特別会計」で構成されているが，地方公共団体に
よって各会計で経理する事業の範囲は異なっているため，各地方公共団体の財政状況を統一的
な基準で比較できるようにした統計上の会計のこと

財政とは

❏ 地方公共団体における，住民福祉の維持向上に係るお金の収入・支出などの経済活動のこと

「予算」…１年間（４月から翌年３月まで）の収入（歳入）と支出（歳出）を見積もったもの

「決算」…１年間の収入と支出の実績を整理したもの

一般会計 本体となる基本的な会計

特別会計
特定の歳入・歳出があるため
個別に経理する会計

企業会計 公営企業の会計

国民健康
保険

特別会計

介護保険
特別会計

後期高齢者
医療

特別会計

競輪
特別会計

駐車場
特別会計

中央卸売
市場事業

会計

水道事業
会計

下水道事業
会計

一般会計

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業特別会計

土地区画
整理事業
特別会計

育英事業
特別会計

普通会計
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◇ 普通会計決算の概要

⑴令和６年度予算額と決算額 ☞用語集 P.42
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❏ 最終歳入歳出予算額
・当初予算（2,314億円）

・繰越予算（ 107億円）

準用河川等整備事業 15億円

小幡・清住土地区画整理事業 14億円

など

・補正予算（ 163億円）

物価高騰対策に伴う定額減税補足

給付金支給事業 50億円 など



◇ 普通会計決算の概要

⑵令和6年度決算の特徴 ☞用語集 P.42

❏ 決算の特徴
企業収益の増に伴う法人市民税の増や定額

減税補足給付金支給事業の実施に伴い，令和

６年度決算は前年度と比較して，歳入歳出とも
に40億円増加した。

❏ 歳入の特徴
・市税の増… 企業収益の増加に伴う法人
市民税の増

・繰入金の増…物価高騰に伴う消費的経費の
増加による財政調整基金取崩しの増

・市債の減…広域型特別養護老人ホームの

整備完了に伴う老人福祉施設整備債の皆減

❏ 歳出の特徴
・人件費の増…職員給与費の増や会計年度
任用職員の勤勉手当の支給開始などに伴う増
・扶助費の増…定額減税補足給付金支給事業
の実施に伴う増
・投資的経費の減…ＬＲＴ整備事業の進捗や
宮原運動公園野球場改築工事の完了に伴う減

4

1.01 

1.11 

1.00 

0.89 

1.31 

1.04 

市税

地方譲与税及

び地方交付税
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ています
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ています



◇ 普通会計決算の概要
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❏ 令和６年度の決算収支の状況
・ 「実質収支」は，前年度より3億円増

・ 「単年度収支」は黒字，「実質単年度収支」については，基金の取り崩し額が増加したことで，
36億円の赤字となった。

⑶決算収支の推移 ☞用語集 P.42

16

64

38 36 39

2

49
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49
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△ 10

△ 36

△ 80

△ 60

△ 40

△ 20

0

20

40

60

80

R2 R3 R4 R5 R6

（億円）

実質収支

単年度収支

実質単年度収支

R5 R6

歳 入 総 額（A） 241,033 245,076

歳 出 総 額（B） 234,161 238,177

形 式 収 支（C）
C=A-B

6,872 6,899

翌年度繰越財源（D） 3,320 2,999

実 質 収 支（E）
E=C-D

3,552 3,900

単 年 度 収 支（F）
F=当該年度E－前年度E

△292 348

積立金（G） 5 28

基金の取崩し額（H） 700 4,000

実質単年度収支（I）
I=F+G－H

△987 △3,624

（単位：百万円）



◇ 歳入の状況 －科目別歳入決算額－ ☞用語集 P.43

❏ 増減理由

・「市税」の増

企業収益の増加に伴う法人市民税の
増など

・「地方交付税」の増

地方公務員の給与改定に伴う増など

・「繰入金」の増

物価高騰に伴う消費的経費の増加に
よる財政調整基金取崩しの増など

・「市債」の減

広域型特別養護老人ホームの整備

完了に伴う老人福祉施設整備債の皆減

など
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(注)その他
・地方消費税交付金
・諸収入
・分担金及び負担金
・使用料及び手数料
・財産収入 など



◇ 歳入の状況 －市税収入額－

7

❏ 増減理由

・「個人市民税」の減

定額減税の実施に伴う減

・「法人市民税」の増

企業収益の増加に伴う増

・「固定資産税」の増

家屋の新増築等の増加に伴う増

・「都市計画税」の増

家屋の新増築等の増加に伴う増

❏ 市民１人あたり市税収入額

・18万6千円

（中核市62市中7位）

(注)その他
・軽自動車税
・市町村たばこ税
・鉱産税
・入湯税
・事業所税

R2 R3 R4 R5 R6

個人市民税 34,321 33,875 34,468 35,197 33,597

法人市民税 7,305 7,921 7,713 7,787 9,624

固定資産税 36,492 35,555 36,699 37,295 37,743

都市計画税 5,401 5,281 5,444 5,536 5,578

その他 8,213 8,410 8,852 8,925 8,999

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000
（百万円）

固定資産税

個人市民税

法人市民税

その他

都市計画税



R2 R3 R4 R5 R6

そ の 他 40,724 42,507 37,971 40,584 38,748

物 件 費 28,687 32,269 36,519 32,066 35,186

補 助 費等 66,113 12,980 17,964 15,365 14,239

投資的経費 45,663 46,519 59,366 34,043 28,478

公 債 費 14,133 13,218 12,945 13,238 14,175

扶 助 費 59,667 73,884 66,333 69,377 74,748

人 件 費 30,270 30,035 30,346 29,488 32,603

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

（百万円）

義
務
的
経
費

人件費

投資的経費

公債費

その他

扶助費

補助費等

◇ 歳出の状況 －性質別歳出決算額－ ☞用語集 P.43

❏ 義務的経費の増（＋94億円）
・「扶助費」の増

定額減税補足給付金支給事業の実施
などに伴う増

・「人件費」の増
職員給与費の増や会計年度任用職員の

勤勉手当の支給開始などに伴う増

❏ 物件費の増（＋31億円）
・自治体情報システムの標準化・共通化
の実施などに伴う増

❏ 投資的経費の減（△56億円）
・ＬＲＴ整備事業の進捗や宮原運動公園

野球場改築工事の完了に伴う減

8

主な投資的経費の内容 事業費
(百万円)

小幡・清住土地区画整理事業 2,255

準用河川等整備事業 1,910

道路新設改良事業 1,848

小学校整備事業 1,658

企業誘致定着促進事業 1,369

物件費



R2 R3 R4 R5 R6

総務費 71,003 19,734 17,141 17,121 19,837

民生費 83,248 97,653 90,531 95,678 101,924

衛生費 16,149 19,879 24,232 18,647 17,426

労働・商工費 25,383 23,899 23,423 24,694 23,136

土木費 39,870 47,642 60,985 33,258 29,222

教育費 25,456 19,538 22,219 22,053 22,638

公債費 14,133 13,218 12,945 13,238 14,175

その他 10,015 9,849 9,968 9,472 9,819

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000（百万円）

土木費

民生費

その他

総務費

教育費 労働・商工費衛生費

公債費

◇ 歳出の状況 －目的別歳出決算額－ ☞用語集 P.44
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❏ 「民生費」の増

定額減税補足給付金支給事業の実施による
増など

❏ 「総務費」の増

自治体情報システムの標準化・共通化の実施
による増など

❏ 「衛生費」の減

新型コロナウイルス感染症予防接種費の
減など

❏ 「土木費」の減

ＬＲＴ整備事業の進捗 など

(注)その他
・議会費
・農林水産業費
・消防費
・災害復旧費
・諸支出金



◇ 市債の状況 ☞用語集 P.44
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(注)臨時財政対策債等
・臨時財政対策債
・減税補塡債
・減収補塡債

❏ 増減理由

・「市債発行額」の減
広域型特別養護老人ホームの整備

完了に伴う老人福祉施設整備債の皆減
などに伴うもの

❏ 市民１人あたり市債残高

・28万0千円
（中核市62市中14位）



◇ 積立基金の状況 ☞用語集 P.44

11

(注)その他の基金
・ＬＲＴ整備基金
・職員退職手当基金
・都市緑化基金
・社会福祉基金

など

❏ 増減理由

・「財政調整基金」の減

物価高騰に伴う消費的経費の
増加に対応したため

・「減債基金」の増

決算剰余金を積み立てたため

・「公共施設等整備基金」の減

老朽化した公共施設の改修
などに活用したため

❏ 市民１人あたり基金残高

・4万1千円

（中核市62市中55位）

13,201
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13,003 14,008

11,037

3,415

5,124

6,123
3,420

3,508
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508
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積立基金残高

財政調整
基金

その他の
基金

35,140 34,912

減債基金

公共施設等
整備基金

30,458

26,874

21,208
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第２章 財政指標

❏ 増減の要因

・分子となる「基準財政収入額」の
伸びが分母となる「基準財政需要額」
の伸びを上回ったため

⑴財政力指数 ☞用語集 P.45
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❏ 概要

・ 標準的な行政活動に必要な財源を，どれくらい自力で調達できるか表すもの

⇒ 「１」未満の場合は，自力で財源確保ができていない状況

◆「財政力指数」＝（「基準財政収入額」÷「基準財政需要額」）の過去3年間の平均値

〇目安 高いほど財政力が高い

※( )内は中核市(62市)中の順位を表す
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◇ 財政指標

◆「経常収支比率」＝「経常的経費充当一般財源」÷「経常一般財源」

〇目安 低いほど財政構造の弾力性が高い（本市目標：80％台）

⑵経常収支比率
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❏ 概要

・ 市税など毎年度継続的に収入があり，使い方を選択できるお金（経常一般財源）のうち，どれ

くらいのお金が節減することが困難な扶助費などの経費（経常的経費）に使われているか表すもの

⇒ 低い：社会情勢等に「柔軟に対応できる」 高い：自由に使えるお金が少ない

※( )内は中核市(62市)中の順位を表す

❏ 増減の要因

・市税の増により分母となる「経常
一般財源」は増加したものの，人件費
や物件費の増により，分子となる
「経常的経費充当一般財源」の増加が
「経常一般財源」の伸びを上回った
ため
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◇ 財政指標

◆「自主財源比率」＝「自主財源」÷「歳入総額」

〇目安 高いほど財政構造の安定性が高い（本市目標：70％以上）

⑶自主財源比率 ☞用語集 P.45
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❏ 概要

・ 歳入全体に対する自主財源の占める割合を表したもの

⇒ 財政基盤の安定性や行政活動の自立性が判断できる。

※ 国・県が支出する負担金や補助金収入は自主財源ではない。

※( )内は中核市(62市)中の順位を表す

❏ 増減の要因

・市税の増により分子となる「自主財源」
が増加したものの，地方特例交付金や国庫
支出金の増により，分母となる「歳入
総額」の伸びが「自主財源」の伸びを上
回ったため
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◇ 財政指標

◆「義務的経費比率」＝「義務的経費」÷「歳出総額」

〇目安 低いほど財政構造の弾力性が高い（本市目標：50％以内）

⑷義務的経費比率
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❏ 概要

・ 歳出全体に対する法令や性質上支出が義務付けられている経費(※)の占める割合を表したもの

⇒ 節減が困難な経費であり，資産形成や新たな事業のための経費多寡の判断ができる。

※ 人件費，扶助費，公債費

※( )内は中核市(62市)中の順位を表す

❏ 増減の要因

・人件費や扶助費の増により分子と
なる「義務的経費」が増加し，分母
となる「歳出総額」の伸びを上回っ
たため
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◇ 財政指標

◆「公債費負担比率」＝「公債費充当一般財源（繰上償還分を含む）」÷「一般財源総額」

〇目安 低いほど財政構造の弾力性が高い（本市目標：15％以内）

⑸公債費負担比率

16

❏ 概要

・ 市税などの一般財源全体に対する公債費（借入金の返済）の占める割合を表したもの

⇒ 自主的・主体的に使える財源の多寡の判断ができる。

※( )内は中核市(62市)中の順位を表す

❏ 増減の要因

・市債償還金の増により分子となる
「公債費充当一般財源」が増加し，
市税の増により分母となる「一般財源
総額」も増加したため前年同の比率と
なった
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◇ 財政指標

◆「投資的経費比率」＝「投資的経費」÷「歳出総額」

〇目安 高いほど資産形成力がある

⑹投資的経費比率
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❏ 概要

・ 歳出全体に対する，市の財産として将来残るものに支出される経費(※)の占める割合を表したもの

⇒ 形成された資産は市民ニーズを反映した結果であり，「資産形成力」の検証ができる。

※ 普通建設事業費，災害復旧事業費など（公共施設，道路など）

※( )内は中核市(62市)中の順位を表す

❏ 増減の要因

・分母となる「歳出総額」が増加すると
ともに，宮原運動公園野球場改築工事の
完了やＬＲＴ整備事業の進捗により分子
となる「投資的経費」が減少したため



第３章 財政健全化法における指標 ☞用語集 P.45
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❏ 財政健全化法とは

・ 地方公共団体の財政破綻を早い段階で食い止めることを目的とした法律（地方公共団体の財政の
健全化に関する法律）において，地方公共団体の財政判断の基準となる４つの指標（実質赤字比率，
連結実質赤字比率，実質公債費比率，将来負担比率）及び公営企業における指標（資金不足比率）
を規定
⇒ 基準を超えた場合は財政健全化計画等を定めなければならない。

・ 本市はいずれの指標も早期健全化基準を下回っている。

一般会計 一般会計等

一般会計

特別会計 母子父子寡婦福祉資金貸付事業

各土地区画整理事業

【鶴田第２，宇大東南部第１・第２，岡本駅西】

育英事業

公営事業会計

国民健康保険

介護保険

後期高齢者医療

競輪

駐車場

公営企業会計

　（法適用）

　 水道事業

下水道事業

中央卸売市場事業

　（法非適用）

なし

※1 公営企業会計ごとに算定

一部事務組合，広域連合

栃木県後期高齢者医療広域連合

栃木県市町村総合事務組合

地方公社，第三セクター

土地開発公社

栃木県信用保証協会

会計名称と分類

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

健全化判断比率等の対象について

※1

＜各指標の対象＞



◇ 財政健全化法における指標

⑴実質赤字比率 ☞用語集 P.45
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◆「実質赤字比率」＝「一般会計等の赤字額(39億円の黒字)」÷「標準財政規模(1,095億円)」

〇目安 低いほどよい（早期健全化基準：11.25％）

❏ 概要

・ 標準財政規模に対して，一般会計等の実質赤字が占める割合を表したもの

⑵連結実質赤字比率 ☞用語集 P.46

◆「連結実質赤字比率」＝「全会計の赤字の合計額(185億円の黒字)」÷「標準財政規模(1,095億円)」

〇目安 低いほどよい（早期健全化基準：16.25％）

❏ 概要

・ 標準財政規模に対して，全会計を対象にした実質赤字が占める割合を表したもの

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 備 考

宇 都 宮 市 ― ― 赤字はない

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 備 考

宇 都 宮 市 ― ― 赤字はない



◇ 財政健全化法における指標

⑶実質公債費比率 ☞用語集 P.46

※( )内は中核市(62市)中の順位を表す

20

◆「実質公債費比率（３か年平均）」
＝「地方債の元利償還金等(※1)(※2)」÷「標準財政規模(※2) 」

※1：市債の元利償還金等+公営企業債の元利償還金に対する負担金+その他
※2：交付税算入額を控除した数値とする

〇目安 低いほど財政構造の柔軟性が高い（早期健全化基準：25.0％）

❏ 概要

・ 標準財政規模に対して，一般会計等が負担する実質的な債務返済の占める割合を表したもの

⇒ 比率が高まると財政の弾力性が低下し，他の経費を圧迫する。

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減

宇 都 宮 市 4.2％（24位） 3.9％（23位） ＋0.3ポイント

中 核 市 平 均 5.4％ 5.4％ ―

❏ 増減の要因

・ 市債の元利償還金等の増加
LRT整備事業などに係る地方債の償還に伴うもの



◇ 財政健全化法における指標

⑷将来負担比率 ☞用語集 P.46

※( )内は中核市(62市)中の順位を表す

❏ 増減の要因

・ 基金残高の減少
財政調整基金や公共施設等整備基金などの残高の減少に伴うもの

21

❏ 概要

・ 標準財政規模に対して，一般会計等における債務残高などの将来にわたる財政負担の占める割合
を表したもの

⇒ 比率が高まると財政規模と比較し将来負担が過大になり，今後の財政運営を圧迫する。

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減

宇 都 宮 市 50.4％（46位） 44.1％（43位） ＋6.3ポイント

中 核 市 平 均 54.1％ 51.2％ ＋2.9ポイント

◆「将来負担比率」＝（「将来負担すべきもの(※1)」－「将来の負担から控除できるもの(※2）」）
÷「標準財政規模（交付税算入額を控除）」

※1：市債現在高+退職手当支給予定額+公営企業に対する負担予定額+その他
※2：基金残高+都市計画税算入額等+基準財政需要額算入額

〇目安 低いほど将来の債務が少ない（早期健全化基準：350.0％）



◇ 財政健全化法における指標

⑸資金不足比率
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❏ 概要

・ 公営企業会計の事業の規模に対して，資金不足額の占める割合を表したもの

◆「資金不足比率」＝「資金の不足額」÷「事業の規模」

〇目安 経営健全化基準：20.0％

水 道 事 業 下 水 道 事 業 中央卸売市場事業

資 金 の 不 足 額
―

（95億円の黒字）
―

（26億円の黒字）
―

（14億円の黒字）

事 業 の 規 模 93億円 89億円 4億円



第４章 財務書類

歳入歳出決算書

予算の適正・確実な執行を図る観点から，単年度の現金収支が明確になる単式簿記による現金主義会計を採用

財務書類

「賃借対照表（バランスシート）」，「行政コスト計算書」，「純資産変動計算書」，「資金収支計算書」
複式簿記による発生主義会計を採用
総務省が示す「統一的な基準」に基づいて作成

補完

❏ 財務書類作成の効果

①資産・負債といったストック情報の
一覧的な把握

…貸借対照表（バランスシート）の作成

②発生主義による正確な行政コストの把握

…行政コスト計算書の作成

③公共施設マネジメント等への活用

…固定資産台帳の活用

④他の地方公共団体との比較

…統一的な基準に基づくため，財政指標などに
ついて他の地方公共団体との比較が可能

23



◇ 一般会計等財務書類 －貸借対照表（バランスシート）－

24

❏ 概要
・ 市民サービスを提供するために保有している土地や建物などの財産（資産）と，その財産を取得

するために使った資金の調達方法（負債・純資産）の年度末時点の残高を表したもの
・ 資産合計と負債・純資産合計が一致

⇒ 左右のバランスが取れていることから，「バランスシート」と呼ぶ

❏ 借方

・固定資産… 市民サービスを行うために必要な
物質的な資産（建物・道路といった不動産，車両・
高額備品などの動産）
・投資その他の資産… 公営企業や外郭団体等への
出資金，第三者への貸付金残高，特定の目的に使用
するために積み立てられている基金の残高など
・流動資産… 歳計現金（市の歳入歳出に属する
現金）や預金，市税等の未収金など

※財政調整基金も流動資産に含む

❏ 貸方

・固定負債… 翌年度以降も残る長期の負債
・流動負債… 翌年度中に支払期限等が到来し，
本市が支出すべき負債
・純資産… 「資産」から「負債」を除いた，
資産形成のために既に負担された財源

「資産合計」と「負債・純資産合計」は一致



◇ 一般会計等財務書類 －貸借対照表（バランスシート）－

⑴バランスシートの前年度比較 ☞用語集 P.46

25

・「資産」の減 ：公共施設の減価償却が進んだことによる「インフラ資産」の減など
・「負債」の減 ：市債発行額＜市債償還額になったことによる「固定負債」の減など
・「純資産」の減：公共施設等への投資費用が減少し，減価償却が進んだことなどによる

「固定資産等形成分」の減など



◇ 一般会計等財務書類 －貸借対照表（バランスシート）－

⑵市民１人あたりのバランスシート

宇都宮市の人口
・令和7年3月31日現在 513,086人
・令和6年3月31日現在 514,157人
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◇ 一般会計等財務書類 －行政コスト計算書－ ☞用語集 P.47

27

❏ 概要
・ 当該年度（単年度）中に資産の形成以外に使われた費用を計上
・ 収入は経常収益（使用料・手数料，財産収入，雑入）のみ

⇒ 行政サービスに対する受益者負担を意識

❏ 増減の要因
・「人にかかるコスト」の増… 職員給与費や会計年度任用職員給与費の増など

・「物にかかるコスト」の増… 自治体情報システムの標準化・共通化の実施に伴う物件費の増など

・「移転支出的なコスト」の増… 定額減税補足給付金支給事業や住民税非課税世帯等臨時特別支援事業の
実施による扶助費の増など



◇ 一般会計等財務書類 －行政コスト計算書－

⑴市民１人あたりの行政コスト

宇都宮市の人口
・令和7年3月31日現在 513,086人
・令和6年3月31日現在 514,157人

28



◇ 一般会計等財務書類 －純資産変動計算書－ ☞用語集 P.47

29

❏ 概要
・ 税収や国県補助金相当額の減価償却などによる，バランスシートの純資産の１年間の動きを

財源内訳とともに表したもの

❏ 増減
・ 令和５年度末純資産残高より89億円減

⇒ 「純行政コスト」の減が「税収等，国県等補助金」の増を上回るため



◇ 一般会計等財務書類 －資金収支計算書－

❏ 増減の要因

・「業務活動収支」の減… 地方交付税などの収入の減
・「投資活動収支」の増… ＬＲＴ整備事業の進捗や宮原運動公園野球場改築工事の完了による事業費の減
・「財務活動収支」の減… ＬＲＴ整備事業の進捗や広域型特別養護老人ホームの整備完了による市債発行額

の減 30

❏ 概要
・ 市の現金収支の状況をその活動に応じて「業務活動収支」,「投資活動収支」,「財務活動収支」の

３つに区分したもの
⇒ 収支合計から，当該年度の「現金」の増減を判断できる。



◇ 全体・連結財務書類 －連結財務書類作成の前提条件－

＜全体・連結財務書類の会計区分＞

・ 一般会計

・ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

・ 土地区画整理事業特別会計

（鶴田第2，宇大東南部第1，宇大東南部第2，岡本駅西）

・ 育英事業特別会計

・ 水道事業会計

・ 下水道事業会計

・ 中央卸売市場事業会計

・ 国民健康保険特別会計

・ 介護保険特別会計

・ 後期高齢者医療特別会計

・ 競輪特別会計

・ 駐車場特別会計

・ 栃木県後期高齢者医療広域連合

・ 栃木県市町村総合事務組合

・ 宇都宮市土地開発公社

・ （公財）宇都宮市医療保健事業団

・ （公財）宇都宮市農業公社

・ （公財）グリーントラストうつのみや

・ （公財）宇都宮市スポーツ振興財団

・ （公財）うつのみや文化創造財団

・ 宇都宮ライトレール（株）

・ 宇都宮ライトパワー（株）

出資法人等

一般会計等

公営企業会計

その他の特別会計

一部事務組合・広域連合

一
般
会
計
等

全
体

連
結

31

❏ 概要
・ 一般会計等のほか本市を構成する全ての会計や，市と連携協力して行政サービスを実施している

関係団体・法人を，一つの行政サービス実施主体とみなして作成するもの



◇ 全体・連結財務書類 －連結バランスシート－

⑴資産の部

⑵負債の部・純資産の部

32

（令和7年3月31日現在）

7,146億円 3,047億円 198億円 44億円 80億円 △336億円 10,179億円

　１固定資産 6,928億円 2,849億円 179億円 32億円 27億円 △336億円 9,679億円

　２流動資産 218億円 198億円 19億円 12億円 53億円 - 500億円

借方 一般会計等
公営企業

会計
その他の
特別会計

一部事務組合・
広域連合

出資法人等 相殺消去等 計

[資産の部]

（令和7年3月31日現在）

1,809億円 1,579億円 1億円 1億円 43億円 - 3,433億円

　１固定負債 1,614億円 1,458億円 - 1億円 9億円 - 3,082億円

　２流動負債 195億円 121億円 1億円 0億円 34億円 - 351億円

5,337億円 1,468億円 197億円 43億円 37億円 △336億円 6,746億円

[負債の部]

[純資産の部]

貸方 一般会計等
公営企業

会計
その他の
特別会計

一部事務組合・
広域連合

出資法人等 相殺消去等 計



◇ 全体・連結財務書類 －連結行政コスト計算書－

33



◇ 全体・連結財務書類

34

連結純資産変動計算書

連結資金収支計算書
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64.0%

66.0%
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70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

令和元年度期末 令和２年度期末 令和３年度期末 令和４年度期末 令和５年度期末 令和６年度期末

一般会計等 全体 連結 中核市平均（一般会計等）

◇ 財務資料における財政指標 －バランスシート－

◆「純資産比率(％)」＝「純資産合計」÷「資産合計」×100

〇目安 高いほどよい（目安：50～90％）

⑴純資産比率

❏ 増減の要因（一般会計等）
・基金残高の減により，分母となる
「資産合計」が減少したものの，「固定
資産等形成分」の減により分子となる
「純資産合計」の減少が上回ったため

35

❏ 概要

・ 純資産の減少は，現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を消費し便益を享受した
（＝将来世代に負担を先送りした）ことを示し，逆に純資産の増加は現世代が自らの負担によって
将来世代も利用可能な資源を蓄積した（＝将来世代に資産を残した）ことを示す。



◇ 財務資料における財政指標 －バランスシート－

◆「将来世代負担比率(％)」＝「市債」÷「有形固定資産」×100

〇目安 低いほどよい（目安：10～40％）

⑵将来世代負担比率

36

❏ 増減の要因（一般会計等）

・市債発行額の減により分子となる
「市債」が減少したものの，分母と
なる「有形固定資産」もともに減少
したため

❏ 概要

・ 社会資本等について，将来の償還等が必要な負債による形成の割合を算出し，将来世代の負担の
比重を把握するもの
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一般会計等 全体 連結 中核市平均（一般会計等）

◇ 財務資料における財政指標 －バランスシート－

◆「有形固定資産減価償却率(％)」

＝「減価償却累計額」÷（「有形固定資産」－「土地等」＋「減価償却累計額」）×100

〇目安 高いほど近い将来に維持更新のための投資が必要になる可能性がある（目安：35～50％）

⑶有形固定資産減価償却率
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❏ 概要

・ 有形固定資産のうち，償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を表すもの

⇒ 耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのか判断できる。

❏ 増減の要因（一般会計等）

・公共施設等の改修費用など資産形成
に要した経費と比べて，既存資産の
減価償却費が大きかったため
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（単位：年） 一般会計等 全体 連結 中核市平均（一般会計等）

◇ 財務資料における財政指標 －バランスシート－

◆「歳入額対資産比率(年)」＝「資産合計」÷「歳入総額」

〇目安 高いほど多額の維持管理費が必要になる

⑷歳入額対資産比率
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❏ 概要

・ 歳入総額に占める資産の割合を表すもの

⇒ これまで形成されたストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを判断できる。

❏ ポイント

・現在形成された資産について，
約３年分の歳入が充当

❏ 増減の要因（一般会計等）

・分子となる「資産合計」が減少し，
分母となる「歳入総額」が増加した
ため
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◇ 財務資料における財政指標 －行政コスト計算書－

◆「行政コスト対税収等比率(％)」＝「純経常行政コスト」÷「財源」×100

〇目安 100％近づくほど資産形成の余裕度が低い

100％を上回ると，蓄積された資産が取り崩されたことを表す（目安：100％未満）

⑴行政コスト対税収等比率

39

❏ 概要

・ 税収等の財源に対して純経常行政コストの占める割合を表すもの

⇒ 税収等のうちどれだけが資産形成を伴わない行政コストとして消費されたのかを判断できる。

❏ 増減の要因（一般会計等）

・税収等の増により分母となる「財源」
が増加したものの，人件費や物件費の増
により分子となる「純経常行政コスト」
の増加が上回ったため
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◇ 財務資料における財政指標 －行政コスト計算書－

◆「受益者負担比率(％)」＝「経常収益」÷「経常費用」×100

〇目安 著しく低い場合は，受益者負担の適正化を図る必要がある（目安：3.0～8.0％）

⑵受益者負担比率
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❏ 概要

・ 経常費用に対する経常収益（＝使用料・手数料）の占める割合を表すもの

⇒ 行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を把握できる

❏ ポイント

・全体・連結においては水道事業や
下水道事業の使用料が経常収益に
計上されるため，受益者負担の割合
が大きくなる

❏ 増減の要因（一般会計等）

・分子となる「経常収益」が減少し，
分母となる「経常費用」が増加した
ため



◇ 資料編

用語集
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◇ 用語集

＜令和６年度予算額と決算額(P.３)＞

「当初予算」…年度当初に年度を通じた収入（歳入），支出（歳出）をあらかじめ見積もったもの
「繰越予算」…事情により翌年度に完成（完了）を持ち越した事業に係る予算
「補正予算」…年度途中において，災害発生や制度改正，物価変動などに対応するための予算

＜令和６年度決算の特徴（P.４）＞

「市税」…市民税や固定資産税，軽自動車税など，市民が納めた税金
「繰入金」…一般会計や特別会計，基金等の会計間において相互に運用する経費
「市債」…道路や学校などの施設の整備を計画的に進めるために，国や銀行などから借り入れるお金であり，返済を

長期間に分割して行うことにより，世代間の公平性を確保するもの
「人件費」…議員や職員などに係る議員報酬手当，職員給与，退職手当など
「扶助費」…生活保護法，児童福祉法，老人福祉法等に基づき，被扶助者に対して支給する費用及びひとり親家庭支援

手当など本市が独自に行っている各種扶助の経費
「投資的経費」…道路，公園，学校などの公共施設を整備するための経費
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＜決算収支の推移（P.５）＞

「翌年度繰越財源」…事情により翌年度以降に完成（完了）を持ち越した事業の財源として充てるもの
「実質収支」…歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除したもの（＝純剰余金）
「単年度収支」…実質収支から前年度の実質収支を差し引いたもの
「積立金」…ここでは財政調整基金を指し，年度間の財源不均衡を調整するための基金で，余財があるときに積み立て，

著しい収入の減少や一時的な支出が必要になったときに取り崩すもの
「実質単年度収支」…財政調整基金への積立金などの黒字要素と財政調整基金の取り崩しなどの赤字要素が，歳入歳出で

措置されなかった場合の実質的な単年度収支を把握するときに用いるもの



◇ 用語集

＜歳入の状況－科目別歳入決算額－（P.６）＞

「市税」…市民税や固定資産税，軽自動車税など，市民が納めた税金
「国県支出金」…生活保護費や道路・公園・文教施設の整備など，使途を特定して国や県から負担・補助されるもの
「繰入金」…一般会計や特別会計，基金等の会計間において相互に運用する経費
「地方交付税」…地方公共団体間の地方税収入額の格差などによる財政力の不均衡を調整するため，国税の一定割合が

地方公共団体に配分されるもので，以下の２種類がある
①財源（お金）が不足する地方公共団体に交付される「普通交付税」
②災害などの特別な財政需要に対して交付される「特別交付税」

「市債」…道路や学校などの施設の整備を計画的に進めるために，国や銀行などから借り入れるお金であり，返済を
長期間に分割して行うことにより，世代間の公平性を確保するもの

＜歳出の状況－性質別歳出決算額－（P.８）＞

「義務的経費」…歳出のうち人件費，扶助費，公債費のことで，支出が義務付けられ任意に削減できない経費
「扶助費」…生活保護法，児童福祉法，老人福祉法等に基づき，被扶助者に対して支給する費用及びひとり親家庭支援

手当など本市が独自に行っている各種扶助の経費
「人件費」…議員や職員などに係る議員報酬手当，職員給与，退職手当など
「物件費」…印刷製本，備品購入，業務委託などに要する経費
「投資的経費」…道路，公園，画工などの公共施設を整備するための経費
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◇ 用語集

＜歳出の状況－目的別歳出決算額－（P.９）＞

「総務費」…地域振興，市庁舎や地区市民センター等の維持管理及び整備などに要する経費
「民生費」…障がい福祉，児童福祉，老人福祉，生活保護などに要する経費
「衛生費」…保健所の運営や市民の健康管理，ごみの収集や処理などに要する経費
「労働・商工費」…雇用対策，商工業の指導育成や支援，観光イベントなどに要する経費
「農林水産業費」…農林業の指導育成や支援などに要する経費
「土木費」…道路や公園，市営住宅の整備などに要する経費
「消防費」…消防・救急活動や消防施設の整備，消防車両の購入などに要する経費
「教育費」…小中学校の運営，文教施設の整備，生涯学習活動などに要する経費
「公債費」…市債の償還（借入金の返済）に要する経費
「災害復旧費」…被災した施設の復旧に要する経費
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＜市債の状況（P.10）＞

「普通債」…道路や公園の整備などの公共事業の資金を調達するために発行している市債
「臨時財政対策債」…地方交付税の振替措置として，国に代わって地方公共団体が平成13年度から発行した特例の市債
「減税補塡債」…国の減税措置により，住民税等の市税が減税となる分を補填するため発行した特例の市債
「減収補塡債」…市税の収入が，地方交付税における標準税収入額を下回った場合に，その減収を補うために発行した

特例の市債

＜積立基金の状況（P.11）＞

「財政調整基金」…年度間の財源不均衡を調整するための基金で，余財があるときに積み立て，著しい収入の減少や
一時的な支出が必要になったときに取り崩す基金

「減債基金」…将来の市債の償還等に備える基金
「公共施設等整備基金」…公共施設等の大規模な整備や長寿命化を図る際に活用する基金



◇ 用語集

＜財政指標 ⑴財政力指数（P.12）＞

「基準財政収入額」…普通交付税の算出の際に，税収入などを一定の方法で算定した額
「基準財政需要額」…普通交付税の算出の際に，合理的，かつ妥当な水準における行政を行い，または施設を維持する

ための財政需要を一定の方法で算定した額
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＜財政指標 ⑶自主財源比率（P.14）＞

「自主財源」…地方自治体が自主的に収入できる財源
具体的には，市税，分担金・負担金，使用料，手数料，財産収入，寄附金，繰入金，繰越金，諸収入

「依存財源」…国（県）の決定により交付されたり，割り当てられたりする財源
具体的には，地方交付税，国庫（県）支出金，地方譲与税，市債 など

＜財政健全化法における指標 ⑴実質赤字比率（P.19）＞

「一般会計等」…一般会計と特別会計（母子父子寡婦福祉資金貸付事業，各土地区画整理事業(鶴田第２，宇大東南部
第１，宇大東南部第２，岡本駅西)，育英事業）で構成されたもの

「標準財政規模」…地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもの（令和６年度は1,095億円）

＜財政健全化法における指標（P.18）＞

「実質赤字比率」…一般会計等の赤字を示すもの
「連結実質赤字比率」…一般会計等と公営事業会計や連結した会計の赤字を示すもの
「実質公債費比率」…一般会計等に公営事業会計や一部事務組合等を連結した債務返済の財政負担度を示すもの
「将来負担比率」…一般会計等に公営事業会計や第三セクター等を連結した債務残高の財政負担度を示すもの
「資金不足比率」…公営企業会計の事業の規模に対する資金不足額の割合を示すもの



◇ 用語集

＜財政健全化法における指標 ⑶実質公債費比率（P.20）＞

「市債の元利償還金等」…一般会計等において令和６年度中に返済した市債の元金及び利子から，返済のための特定財源
（住宅使用料など）を控除したもの

「公営企業の元利償還金に対する負担金」…公営企業（水道事業，下水道事業，中央卸売市場事業）において，令和
６年度中に返済した市債の元金・利子のうち，一般会計等が負担した額

「交付税算入額」…市債の元利償還金等や公営企業の元利償還金に対する負担金に対して，地方交付税措置された額
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＜財務書類 バランスシートの前年度比較（P.25）＞

「資産」…様々な行政サービスを提供するために形成した土地や建物などの市民の財産
「負債」…資産形成の財源である借入金（市債）など，将来の世代の負担となるもの
「純資産」…これまでの世代の負担によって形成された純粋な資産

＜財政健全化法における指標 ⑷将来負担比率（P.21）＞

「市債現在高」…一般会計等における令和６年度末の市債現在高
「退職手当支給予定額」…一般会計等における令和６年度末に全職員が退職することを仮定した場合の退職手当要支給額
「公営企業に対する負担予定額」…公営企業における令和６年度末の市債残高のうち，今後一般会計等が負担する額
「基金残高」…本市が設置する財政調整基金などの23基金の令和６年度末の残高
「都市計画税算入額等」…都市計画事業を実施するために借り入れた市債の現在高のうち，今後都市計画税により返済

できる額など
「基準財政需要額算入額」…市債現在高，公営企業に対する負担予定額などに対して，今後地方交付税措置が見込まれる額

＜財政健全化法における指標 ⑵連結実質赤字比率（P.19）＞

「全会計」…本市の設置する全ての会計（一般会計等，国民健康保険，介護保険，後期高齢者医療，競輪，駐車場，
水道事業，下水道事業，中央卸売市場事業）で構成されたもの



◇ 用語集
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＜財務書類 行政コスト計算書（P.27）＞

「賞与等引当金繰入額」…翌年度の賞与額のうち，4/6か月分を計上したもの
「退職手当引当金繰入額」…退職手当引当金の前年度比増減額を計上したもの
「物件費」…印刷製本，備品購入，業務委託などに要する経費
「徴収不能引当金繰入額」…不能欠損実績から算出した徴収不能引当金の当該年度発生額を計上したもの
「経常収益」…受益者負担の原則に基づき，施設利用や各種証明書交付に係る使用料・手数料など，特定の行政サービス

を受けるための対価として収納されるもの
「臨時損益」…災害復旧費，資産除却時の損失，資産売却時の利益など臨時に発生する費用
「純行政コスト」…経常収益以外の市税等の収入や現金・預金などで賄う必要があるコスト

＜財務書類 純資産変動計算書（P.29）＞

「固定資産等形成分」…バランスシートの「固定資産」や「流動資産」の基金等の資産形成を行った際の，資産の残高
（減価償却累計額の控除後）

「余剰分（不足分）」…「固定資産」や「流動資産」の基金等以外の資産形成に対する財源状況を表すもの
この数値がマイナスの場合，基準日時点における将来の金銭必要額を示す

「無償所管換等」…寄附などにより無償で取得した固定資産の取得額など



新しいまちの暮らし
スーパースマートシティうつのみや


